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【平成２９年７月２８日】 
部局名 出納局 

平成２８年度山梨県一般会計及び特別会計歳入歳出決算の概況について 
 
１ 一般会計決算の概況 

 （単位：円、％） 
区       分 平成２８年度 平成２７年度 増 減 額  増減率 

歳 入 総 額 A 461,963,980,892 474,253,707,621 △ 12,289,726,729 △ 2.6 

歳 出 総 額 B 455,988,494,675 468,026,104,908 △ 12,037,610,233 △ 2.6 
歳入歳出差引額 
（形式収支額） C=A－B 5,975,486,217 6,227,602,713 △ 252,116,496 △ 4.0 

翌年度繰越財源額 D 3,746,079,472 2,697,175,387 1,048,904,085 38.9 

実 質 収 支 額  E=C－D 2,229,406,745 3,530,427,326 △ 1,301,020,581 △ 36.9 

前年度実質収支額 F 3,530,427,326 2,990,575,536 539,851,790 - 

単年度収支額  G=E－F △ 1,301,020,581 539,851,790 △ 1,840,872,371 - 
財政調整基金  
積 立 額 H 12,570,292 28,380,011 △ 15,809,719 △ 55.7 

地方債繰上償還額 I 0 0 0 - 
財政調整基金  
取 崩 額 J 3,000,000,000 0 3,000,000,000 皆増 

実質単年度収支額 K=G+H
+I－J △ 4,288,450,289 568,231,801 △ 4,856,682,090 - 

 
○ 歳入総額は、４，６１９億６，３９８万  ８９２円 

歳出総額は、４，５５９億８，８４９万４，６７５円となった。 
 
○ 前年度に比べ、歳入総額は１２２億８，９７２万円余、２．６％の減、 

歳出総額は１２０億３，７６１万円余、２．６％の減となった。 
 

○ 歳入歳出差引額（形式収支額）は、５９億７，５４８万円余で、平成２９年度への繰越

財源額３７億４，６０７万円余を差し引いた実質収支額は、２２億２，９４０万円余の黒

字となった。 
 
○ 平成２８年度の実質収支額から、前年度実質収支額の３５億３，０４２万円余を差し

引いた単年度収支額は１３億１０２万円余の赤字となった。 
 
○ さらに、単年度収支額に財政調整基金積立額の１，２５７万円余を加算し、財政調整基

金取崩額の３０億円を差し引いた実質単年度収支額は、４２億８，８４５万円余の赤字と

なった。 
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（歳入の状況） 

○ 総 括 

 

 
・ 収入済額を前年度と比べると、１２２億８，９７２万円余、２．６％の減となった。 

 
・ 不納欠損額は、既に調定された歳入のうち時効の成立等により徴収ができないと認定

されたもので、その主な内容は、県税と県税に係る加算金の合計が１億５，２３１万円

余、８４．９％、諸収入が２，０６６万円余、１１．５％、分担金及び負担金が３７１

万円余、２．１％、使用料及び手数料が２６０万円余、１．５％を占めている。 
 
・ 収入未済額は、既に調定された歳入のうち出納閉鎖までに収納されなかったもので、

前年度と比べると、１億９，６３２円余、６．４％の減となった。その主な内容と構成

比は県税と県税に係る加算金の合計が１７億４，３４９万円余、６０．８％、諸収入（県

税に係る加算金除く）が６億８，７７０万円余、２４．０％、使用料及び手数料が３億

７，３３３万円余、１３．０％を占めている。 
 

 

○ 主なもの 

・ 県  税 

収入済額は、９５４億９５７万円余で、 
前年度に比べ、２２億９，０３９万円余、２．３％の減となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 
・ 地方消費税     ：  ７億２，４０４万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 
・ 法人県民税     ： １９億９，６４５万円 
・ 法人事業税     ：  ９億  ３０３万円 

 
 

・ 地方消費税清算金 

収入済額は、３０１億５，０６６万円余で、 
前年度に比べ、３４億８，６２７万円余、１０．４％の減となった。 

 
 
・ 地方譲与税 

収入済額は、１３１億９，５７６万円余で、 
前年度に比べ、２４億３，３３２万円余、１５．６％の減となった。 

○ 収入済額が減少した主な内容 
・ 地方法人特別譲与税 ： ２３億４，７６１万円 
・ 地方揮発油譲与税  ：    ７，８６２万円 

 
 

予算現額 ５，０１５億３，９３７万９，６６９円 
調 定 額 ４，６５０億１，２６４万１，８４８円 
収入済額 ４，６１９億６，３９８万  ８９２円 
不納欠損額 １億７，９３０万３，３４０円 
収入未済額 ２８億６，９３５万７，６１６円 
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・ 地方特例交付金  

収入済額は、２億７，１２９万円余で、 
前年度に比べ、６３６万円余、２．４％の増となった。 

 
 
・ 地方交付税 

収入済額は、１，２８３億４，２０１万円余で、 
前年度に比べ、４８億５，００６万円余、３．６％の減となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 
・ 特別交付税     ：  ２億１，１０２万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 
・ 普通交付税     ： ５０億６，１０８万円 

 

 

・ 交通安全対策特別交付金  

収入済額は、２億８，２２３万円余で、 
前年度に比べ、１，０３３万円、３．５％の減となった。 

 

 

・ 分担金及び負担金 

収入済額は、２０億８,２４９万円余で、 
前年度に比べ、１億１，６１３万円余、５．９％の増となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 
・ 農地費負担金    ： １億２，９５８万円 
 

 

・ 使用料及び手数料 

収入済額は、７７億４，２２８万円余で、 
前年度に比べ、５億９，３２０万円余、８．３％の増となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 
・ 高等学校費使用料  ： ６億４，９２８万円 

 
 

・ 国庫支出金 

収入済額は、５６１億８，５９７万円余で、 
前年度に比べ、３３億５，６４７万円余、５．６％の減となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 
・ 土木費国庫補助金    ： １７億９，８０１万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 
 ・ 農林水産業費国庫補助金 ： ３９億８，８９６万円 
 ・ 商工費国庫補助金    ：  ７億４，０７２万円 
 ・ 総務費国庫補助金    ：  ６億７，３６０万円 
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・ 財産収入 

収入済額は、１３億６，１２３万円余で、 
前年度に比べ、９，９８５万円余、６．８％の減となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 
・ 出えん金返還収入  ： ６億４，０００万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 
・ 不動産売払収入   ： ７億１，４５５万円 

 
 

・ 繰入金 

収入済額は、２６３億６，７８３万円余で、 

前年度に比べ、７億５，９３８万円余、３．０％の増となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 

・ 財政調整基金繰入金         ： ３０億円 

・ 公共施設整備等事業基金繰入金    ： １４億８，０３２万円 

・ 県債管理基金繰入金          ： １０億円 

○ 収入済額が減少した主な内容 

 ・ 商工業振興資金特別会計繰入金    ： ２９億７，７９９万円 

 ・ 緊急雇用創出事業臨時特例基金繰入金 ： １２億９，３３９万円 

 ・ 市町村振興資金特別会計繰入金    ：  ３億円 

 
 

・ 諸収入 

収入済額は、２７２億３５３万円余で、 
前年度に比べ、１６億４，０６３万円余、５．７％の減となった。 

○ 収入済額が減少した主な内容 
 ・ 土木受託事業    ： １３億２，５７９万円 
 ・ 総務貸付金     ：  ３億８，０４９万円 

 
 

・ 県  債 

収入済額は、６６９億６，６２０万円で、 
前年度に比べ、８３億３，６９０万円、１４．２％の増となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 
・ 単独事業債      ： ６０億６，７００万円 
・ 減収補塡債（特例分） ： ５０億７，０００万円 
・ 一般補助事業債    ： ３５億６，７００万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 
・ 臨時財政対策債    ： ６３億４，４１０万円 
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（歳出の状況） 

 
○ 総 括 

予 算 現 額  ５，０１５億３，９３７万９，６６９円 
支 出 済 額  ４，５５９億８，８４９万４，６７５円 
翌年度繰越額 ３１４億６，２８３万１，３３９円 
不 用 額 １４０億８，８０５万３，６５５円 

 
・ 支出済額は、前年度に比べ、１２０億３，７６１万円余、２．６％の減となっている。 

 
 

○ 主なもの 

・ 総務費 

支出済額は、３０２億６，５３９万円余で、 
前年度に比べ、１億１，７２２万円余、０．４％の減となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 
・ 山梨県大村智人材育成基金積立金  ： ２０億  ３６７万円    

○ 支出済額が減少した主な内容 
・ 富士山世界遺産センター整備事業費  ： １２億５，５３０万円  
・ 敷地整備事業費                 ：  ５億３，６７２万円 
・ 土地開発公社債務処理対策費    ：  ３億９，６２５万円 

 
 

・ 民生費 

支出済額は、５２３億９，６８６万円余で、 
前年度に比べ、３億３，４５６万円余、０．６％の増となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 
・ 民間保育所等施設型給付費負担金  ： ４億７，３２８万円 
・ 介護基盤整備等事業費補助金    ： ３億５，５５２万円 
○ 支出済額が減少した主な内容 
・ 地域医療介護総合確保基金積立金 ： ９億１，８５１万円 

 
 

・ 衛生費 

支出済額は、１５７億３，８４３万円余で、 
前年度に比べ、１１億７，７８５万円余、７．０％の減となった。 

○ 支出済額が減少した主な内容 
・ 施設整備等資金貸付金     ： ３億８，３００万円 
・ 河川付替事業費        ： ２億６，６５２万円 
・ 最終処分場整備資金等貸付金  ： ２億１，６０３万円 
・ エネルギー地産地消推進事業費 ： １億９，４２９万円 
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・ 労働費 

支出済額は１５億９，２５７万円余で、 
前年度に比べ、１２億８８万円余、４３．０％の減となった。 

○ 支出済額が減少した主な内容 
・ 緊急雇用創出事業臨時特例基金事業費 ： １１億１，０９２万円 

 
 

・ 農林水産業費 

支出済額は３２７億６７４万円余で、 
前年度に比べ、５億７，２３６万円余、１．８％の増となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 
・ 林業公社分収林事業借入金損失補償費 ： ６１億６，４０３万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 
・ 農業施設復旧支援対策事業費     ： ５１億３，６７４万円 

 
 
・ 商工費 

支出済額は２５８億１，９９３万円余で、 
前年度に比べ、２６億３，２５５万円余、９．３％の減となった。 

○ 支出済額が減少した主な内容 
・ 商工業振興資金特別会計繰出金 ： ２９億 ８０４万円 

 

 

・ 土木費 

支出済額は６９９億２，７６８万円余で、 
前年度に比べ、２４億６９６万円余、３．６％の増となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 
 ・ 国直轄道路事業費負担金 ： １１億８，５１９万円 
 ・ 道路橋りょう建設費   ： １１億１，５８８万円 
 ・ 砂防地すべり対策費   ： １０億２，８２３万円 
○ 支出済額が減少した主な内容 
 ・ 道路橋りょう総務費   ： １６億  ７６６万円 

 

 

・ 警察費 

支出済額は２１６億６７６万円余で、 
前年度に比べ、４億５，０６０万円余、２．０％の減となった。 

○ 支出済額が減少した主な内容 

・ 職員給与費等    ： ４億４，５７１万円 
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・ 教育費 

支出済額は８８２億６，９３６万円余で、 
前年度に比べ、９億１，４７６万円余、１．０％の減となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 
 ・ 公立高等学校就学支援金  ： ５億８，１７１万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 
・ 職員退職手当       ： ９億  １４０万円 

・ 職員給与費等（小学校費） ： ４億９，７５０万円 

 
 

・ 災害復旧費 

支出済額は１０億１，９９６万円余で、 
前年度に比べ、８，３２０万円余、８．９％の増となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 

・ 土木施設災害復旧費    ： １億４，４２６万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 

 ・ 県単独土木施設災害復旧費 ：   ５，４４４万円 

 
 

・ 公債費 

支出済額は８５６億５，８５３万円余で、 
前年度に比べ、７億４，７０８万円余、０．９％の減となった。 

 

・ 諸支出金 

支出済額は３００億４，３９８万円余で、 
前年度に比べ、８１億５，８４０万円余、２１．４％の減となった。 

○ 支出済額が減少した主な内容 
 ・ 公共施設整備等事業基金積立金 ： ６４億２，６６９万円 
・ 地方消費税交付金       ： １７億４，１５９万円 
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 ２ 特別会計決算の概況 

（単位：円） 
区       分 平成２８年度 平成２７年度 増 減 額 増減率 

歳 入 総 額 A 300,024,305,156 294,198,656,138 5,825,649,018 2.0 

歳 出 総 額 B 289,051,470,489 282,485,163,137 6,566,307,352 2.3 
歳入歳出差引額 
（形式収支額） C=A－B 10,972,834,667 11,713,493,001 △740,658,334 △6.3 

翌年度繰越財源額 D 208,687,744 165,468,613 43,219,131 26.1 

実質収支額 E=C－D 10,764,146,923 11,548,024,388 △783,877,465 △6.8 

 
○ 特別会計は、恩賜県有財産特別会計など１２会計である。 
 
○ 歳入総額は、３，０００億２，４３０万５，１５６円 

歳出総額は、２，８９０億５，１４７万  ４８９円となった。 
 
○ 前年度に比べ、歳入総額は５８億２，５６４万円余、２．０％の増、 

歳出総額は、６５億６，６３０万円余、２．３％の増となった。 
 
○ 歳入歳出差引額（形式収支額）は、１０９億７，２８３万円余で、平成２９年

度への繰越財源額２億８６８万円余を差し引いた実質収支額は、 
１０７億６，４１４万円余となり、９会計が黒字、３会計が収支同額となった。 

 
○ 収入未済額は、４億３，７４５万円余で前年度に比べ、１億４，８８７万円余 
（２５．４％）減少している。 

 
○ 不納欠損額は、該当なしで、前年度に比べ、１７４万円（皆減）減少している。 
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○ 恩賜県有財産特別会計 

収入済額は、１０１億１６１万円余で、 
前年度に比べ、１，５３８万円余、０．２％の増となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 
・ 繰越金       ：   ９，８１１万円 
・ 借換債       ：   ９，７７６万円 
○ 収入済額が減少した主な内容 
・ 事業費補助金    ： １億２，９２１万円 

 
   支出済額は６８億９，７７４万円余で、 

前年度に比べ、１，５５９万円余、０．２％の減となった。 
○ 支出済額が増加した主な内容 

・ 保護管理費     ： １億１，５０３万円 

・ 元利償還金     ： １億  １８３万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 

・ 林道費       ： ３億３，６３９万円 

 

 

○ 災害救助基金特別会計 

収入済額は、４３万円余で、 
前年度に比べ、３７２万円余、８９．６％の減となった。 

○ 収入済額が減少した主な内容 
・ 繰越金       ： ３７５万円 

 
   支出済額は、４３万円余で、 

前年度に比べ、３７２万円余、８９．６％の減となった。 
○ 支出済額が減少した主な内容 
・ 救助費       ： ３７５万円 

 
 
○ 母子父子寡婦福祉資金特別会計 

収入済額は、２億４６１万円余で、 
前年度に比べ、１，１８５万円余、５．５％の減となった。 

○ 収入済額が減少した主な内容 
・ 繰越金       ： １，０４０万円 

 
支出済額は、６，３５５万円余で、 
前年度に比べ、２，６６３万円余、２９．５％の減となった。 

○ 支出済額が減少した主な内容 
・ 母子福祉費（貸付金）  ： ８５３万円 
・ 償還金、利子及び割引料 ： ６３８万円 
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○ 中小企業近代化資金特別会計 

収入済額は、５７億３，５８２万円余で、 
前年度に比べ、１億３０７万円余、１．８％の減となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 
・ 小規模企業者等設備導入資金償還金    ： ３億６，２４３万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 
・ 小規模企業者等設備導入資金債      ： ３億３，３７３万円 
・ 高度化資金貸付金償還金         ： ２億４，０１４万円 

 
支出済額は、２７億７，７９１万円余で、 
前年度に比べ、６億４，０９７万円余、３０．０％の増となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 
・ 小規模企業者等設備導入資金貸付金  ： ７億９，９６５万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 
・ 高度化資金貸付金            ： １億５，８５２万円 

 

 

○ 農業改良資金特別会計 

収入済額は、１億９，９９９万円余で、 
前年度に比べ、１，２６２万円余、５．９％の減となった。 

○ 収入済額が減少した主な内容 
・ 農業改良資金償還金 ： ９７０万円 
 
支出済額は、３，７７７万円余で、 
前年度に比べ、１７３万円余、４．８％の増となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 

・ 償還金            ： １１６万円 

 

 

○ 市町村振興資金特別会計 

収入済額は、５０億１，９０８万円余で、 
前年度に比べ、２億６，１２４万円余、４．９％の減となった。 

○ 収入済額が減少した主な内容 

・ 貸付金元利収入（元金） ：  １億３，８８２万円 

・ 繰越金         ： １億１，８９７万円 

 
支出済額は、１５億４２５万円余で、 
前年度に比べ、１，３４０万円、０．９％の減となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 
・ 市町村振興資金貸付金 ： ２億８，６６０万円 

○ 支出済額が減少した主な内容 
・ 一般会計繰出金    ： ３億円 
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○ 県税証紙特別会計 

収入済額は、１５億２，５７４万円余で、 
前年度に比べ、９，６６３万円余、６．８％の増となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 
・ 自動車取得税証紙収入 ： ９，６２２万円 
・ 自動車税証紙収入   ： １，１７８万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 
・ 自動車取得税繰越金  ： １，１３７万円 

 
   支出済額は、１４億８，３３８万円余で、 

前年度に比べ、８，７０２万円余、６．２％の増となった。 
○ 支出済額が増加した主な内容 
・ 自動車取得税繰出金 ： ７，５２５万円 
・ 自動車税繰出金   ： １，１７８万円 

 

 

○ 集中管理特別会計 

収入済額は、１，０３０億１，５４２万円余で、 
前年度に比べ、９億８，９７８万円余、１．０％の減となった。 

○ 収入済額が減少した主な内容 
・ 給与管理収入       ： ９億６，７７４万円 

 
支出済額は、１，０２９億９，０４０万円余で、 
前年度に比べ、９億８，９７８万円余、１．０％の減となった。 

○ 支出済額が減少した主な内容 
・ 給与管理費        ： ９億６，６０２万円 

 
 
○ 商工業振興資金特別会計 

収入済額は、３６９億２，７９０万円で、 
前年度に比べ、５８億８，６１１万円余、１３．７％の減となった。 

○ 収入済額が減少した主な内容 
・ 貸付金元利収入（元金） ： ２９億７，８０７万円 
・ 繰入金         ： ２９億  ８０４万円 

 
支出済額は、３６９億２，７９０万円で、 
前年度に比べ、５８億８，６１１万円余、１３．７％の減となった。 

○ 支出済額が減少した主な内容 
・ 一般会計繰出金   ： ２９億７，７９９万円 
・ 資金貸付金     ： ２９億  ８０４万円 

 

 

 

 



12 

 

 

○ 林業・木材産業改善資金特別会計 

収入済額は、１億５，４０９万円余で、 
前年度に比べ、１，３３４万円余、８．０％の減となった。 

○ 収入済額が減少した主な内容 
・ 繰越金           ： ６２０万円 
・ 木材産業等高度化推進資金債 ： ５７５万円 

   
支出済額は、１，５７５万円余で、 
前年度に比べ、２，８８３万円余、６４．７％の減となった。 

○ 支出済額が減少した主な内容 
・ 木材産業等高度化推進資金貸付金（償還金） ： １，３２５万円 
・ 林業・木材産業改善資金貸付金        ：   ８００万円 

 

○ 流域下水道事業特別会計 

収入済額は、６４億１，５４１万円余で、 
前年度に比べ、１，６３４万円余、０．３％の減となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 
・ 事業費負担金    ： １億８，５０３万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 
・ 事業費県補助金   ： ２億  ４６７万円 

 
支出済額は、５６億２，８１８万円余で、 
前年度に比べ、２億１，１０７万円余、３．６％の減となった。 

○ 支出済額が減少した主な内容 
・ 流域下水道建設費  ： ２億４，２１９万円 

 

 

○ 公債管理特別会計 

収入済額は、１，３０７億２，４１４万円余で、 
前年度に比べ、１３０億１，１７４万円余、１１．１％の増となった。 

○ 収入済額が増加した主な内容 
・ 借換債       ： １３７億６，４４５万円 

○ 収入済額が減少した主な内容 
・ 一般会計繰入金   ：   ７億４，７３８万円 
 
支出済額は、１，３０７億２，４１４万円余で、 
前年度に比べ、１３０億１，１７４万円余、１１．１％の増となった。 

○ 支出済額が増加した主な内容 
・ 公債費元利償還金        ： １２３億１，７５１万円 
・ 県債管理基金積立金（公債費分） ：   ６億９，３００万円 
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【用語の解説】 
●歳入科目 
第１款県税：県の行政に要する経費を賄うため、地方税法等の規定に基づいて県民の皆さんや県内に事業

所を持つ法人等に納めていただく税です。現在、事業税、県民税、自動車税、地方消費税など 12 種類
の税目があります。 

第２款地方消費税清算金：地方消費税として徴収された総額から還付額を控除した金額について、消費に

関連した基準により都道府県間において清算を行い、各地方公共団体に配分されるものです。 
第３款地方譲与税：国税として徴収された税の全部又は一部が地方公共団体に譲与されるものです。県が

受けている地方譲与税は、地方法人特別譲与税、地方揮発油譲与税、石油ガス譲与税です。 
第４款地方特例交付金：個人住民税における住宅借入金等特別税額控除の実施に伴う地方税の減収を補塡

するため、国から地方公共団体へ交付されるものです。 
第５款地方交付税：地方交付税には、地方公共団体間の地域格差をなくし、一定の行政水準を確保できる

ようにするため、国税の一部を地方公共団体の固有の財源として各地方公共団体の財源不足額に応じて

国から交付される普通交付税、災害復旧などの特別な事情によって交付される特別交付税及び東日本大

震災に係る復旧・復興事業の実施のための特別な財政需要等に対し交付される震災復興特別交付税があ

ります。 
第６款交通安全対策特別交付金：地方公共団体の道路交通安全施設整備のため、交通違反などの反則金を

財源に、交通事故発生件数、人口集中地区人口及び改良済道路延長を基準として国から交付されるもの

です。 
第７款分担金及び負担金：県が行う事業で特に利益を受ける人から、その受益の限度において負担いただ

くものです。 
第８款使用料及び手数料：使用料は、県営住宅の家賃のように県の施設を管理していくために、その施設

の利用者に負担いただくものです。また、手数料は、運転免許交付手数料のように県が行う行政サービ

スの利用者に負担いただくものです。 
第９款国庫支出金：国が地方公共団体に対し、特定の事業の財源として交付するもので、その性質によっ

て次の 3 種類に分類されます。 
【国庫負担金】義務教育や生活保護など、国と地方公共団体が共同して責任を持つ事業の経費について、

国が全部又は一部を地方公共団体に交付するものです。 
【国庫補助金】国が費用の一部又は全部を負担して特定の事務や施設の設置を地方公共団体に対して奨

励、援助するものです。 
【国庫委託金】国会議員の選挙や国勢調査など本来国が行うべき事業を便宜的に地方公共団体が実施し、

その経費を国が負担するものです。 
第１０款財産収入：県の財産（土地、建物等）を貸し付けたり売り払うことによる収入です。 
第１１款寄附金：県以外から金銭を譲り受けるものです。 
第１２款繰入金：特別会計や基金から一般会計に繰り入れるものです。 
第１３款繰越金：前年度の剰余金を受け入れるものです。 
第１４款諸収入：県税の延滞金や預金利子、県からの貸付金の元利償還金、収益事業収入など様々なもの

が含まれています。 
第１５款県債：県が借り入れたお金です。 
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●歳出科目 
第１款議会費：県議会議員の報酬、県議会の定例会及び臨時会の開催に要する経費等です。 
第２款総務費：人事、財政、文書、出納等の管理的経費及び企画、徴税、選挙、統計、監査委員、人事委

員会等の経費です。 
第３款民生費：社会福祉の向上を図るため、児童、老人及び障害者のための福祉施設の整備及び運営、各

種援護対策等に要する経費です。 
第４款衛生費：各種医療対策、精神衛生対策、環境衛生対策等に要する経費です。 
第５款労働費：勤労者の福祉に要する経費、職業訓練のための経費等です。 
第６款農林水産業費：農業生産基盤、林道の整備、果物等の流通対策等に要する経費、各種研究機関に要

する経費等です。 
第７款商工費：中小企業及びその組合の育成、地場産業、商店街及び観光の振興等に要する経費等です。 
第８款土木費：道路、河川、公営住宅、都市公園等公共施設の整備又は維持管理に要する経費等です。 
第９款警察費：警察官の給与費、警察施設の整備、防犯や交通安全対策に要する経費等です。 
第１０款教育費：公立小中学校、県立高校等の教職員の給与費、高校建設費、社会教育及び保健体育の振

興に要する経費、県立大学に要する経費等です。 
第１１款災害復旧費：降雨、暴雨、洪水、地震その他の異常な自然現象による災害にかかった土木施設や

農林施設等の復旧に要する経費等です。 
第１２款公債費：県債の償還のための元金や利子及びその発行に要する経費等です。 
第１３款諸支出金：他の歳出科目のいずれにも分類されないもので、地方消費税清算金や市町村への交付

金等です。 
第１４款予備費：予算計上したもの以外に、予算の執行過程で不測の事態が生じた場合に備える経費です。 
 


